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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本内外の学校にある多文化的教室の先進的な事例をさぐるもので、外国
人の子供を受け入れる日本の学校の教育の質的向上のために、資料を提供しようとしている。そのために、日本
及び各国が外国人初等教育学齢児をどのように受け入れて多文化的教室を生みだしているか、その制度整備等に
ついて調査を行った。伊勢崎市、浜松市、バレンシア市、スウェーデン、台湾の状況を把握した。また愛知教育
大学がその状況に対応すべく進めている教員養成改革の状況も把握した。

研究成果の概要（英文）：This research aims to provide data in order to contribute to the improvement
 of the quality of education in Japan in accepting students with parents of foreign nationality by 
making case studies of progressive multicultural classroom environments found in schools inside and 
outside Japan. For this purpose, we have conducted a study on how Japan and each of the other 
countries are accepting foreign elementary school children and creating a multicultural school 
environment in the process of improving its system. The study was successful in grasping the 
situation in the cities of Isesaki, Hamamatsu and Valencia, as well as in Sweden and Taiwan. 
Furthermore, the study was also successful in grasping the situation of the curriculum reform 
conducted by Aichi University of Education in an effort to adopting the multicultural coexistence 
environment.

研究分野：教育方法学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
(1)国際比較を通して日本の現状の立ち後れている部分を明確化し、改善の方向性を示すこと。(2)国内の先進的
な取り組みを行っている市町村の施策を確認し、同様の問題を抱える国内の市町村への示唆とすること。(3)外
国人児童生徒の就学（教育）と教育の在り方をめぐる国会、地方議会の議論に、国際比較による具体的な根拠を
提供すること。(4)大学における初等中等教員養成カリキュラムに関して、外国籍児童生徒の指導を含めたもの
に改善するための基礎資料を提供すること。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
多文化的教室に注目した背景には、1980 年代のベトナム難民受け入れの経験以来 30 年の間
の経験がある。本研究は、学校教育が制度的に整備され、支援体制と教育内容がかなり洗練され
てきたが、その過程で、生み出されている「多文化的教室」のあり方を先進事例から探ろうとし
たものである。 
本科研の遂行上特に関わりの強かった日本における背景は、次の５点である。 
①外国人の子供数が増加している。外国人集住地区の公立小学校では、一学級に占める子供の
数がかなり高い学校が出現している。たとえば、群馬県伊勢崎市のある市立小学校では市教育委
員会提供の 2016 年５月１日現在の資料によれば全校 571 人中，外国人の子供 105 人，そのう
ち日本語指導の必要な子供が 49 人である。同じ年の愛知県の市立小学校では全校約 300 人中，
外国人の子供が６割を超えている例もある。 
②外国籍学齢児には就学義務がないとされている。就学義務については、文部科学省は国際人
権規約、子供の権利条約などで、外国人学齢児の就学は義務とされていないため日本では就学義
務を適用できないと説明している。そのため、小学校での対応は自治体によって著しく異なった
ものとなっている。 
③教員養成制度に、外国籍の子供の指導に関する事項が組み込まれていない。初等中等教員養
成を行う各大学で、制度化されたものを持っているのは、学部レベルでは、愛知教育大学にとど
まっている。 
④「一人一言語の法則」はバイリンガルを養成することに関して 1910年前後にフランスで発
見された経験則であるが、日本では言語習得論に関する内容が養成課程に含まれるものとされ
ていないため、教員となる大多数のものは、この経験則にふれることがない。 
⑤小学校の中に設けられている日本語教室の授業が日本語習得の訓練に偏しており、通常教
室で展開されている教育実践に比べて教師の実践力があまり発揮されていない。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、多文化共生の教育の制度的整備、支援態勢の整備の過程で、日本内外で生まれてき
た「多文化的教室」の成果を共有しようとするものである。そのため海外調査においては、多文
化的教室の実態とその制度整備を確認し、就学促進の法的な枠組みを含めて、今後の日本の多文
化共生の教育実践の在り方の考察に資するものを得ようとする。 
 
３．研究の方法 
 
本研究の主な研究方法は次の通りである。 
 
（１）日本国内及びそれに準ずる海外日本人学校等については、メンバーがかかわっている活
動を、かかわっている立場で分析する。メンバーがアクションリサーチを行うことが可能な場合
は、教材等を作成し、あるいはメンバーで実践を行い、その経験に基づく視点から分析する。そ
のような視点から、日本国内の就学促進の先進的地域である群馬県太田市、大泉町、伊勢崎市、
愛知県知立市、豊田市、岩倉市、静岡県浜松市や、また海外日本人学校について訪問調査を行う。 
（２）多文化共生状況が発生している欧米、東アジア、東南アジアでの就学促進策と多文化的
教室の実態を調査し、その中で日本への示唆の大きい多文化的教室の様子をまとめ、発表する。 
（３）多文化的教室を支える教員の資質形成について、多文化共生のために教員養成を積極的
に進めている愛知教育大学において、異文化対応能力を児童生徒に育成するための資質を有す
る教員を養成する仕組みを確認する。 
（４）外国人児童生徒受け入れに関する法的な側面の形成経緯を明らかにするために、文献調
査を行う。 
 
４．研究成果 
 
多文化的教室は、学齢児の就学を設定する法令的枠組みに左右され、同時にまた就学者が内実
のある教育を受けているか、という問題がある。本研究では、法令の枠組みを確認し、多文化的
教室の先進的な制度的な整備を確認し、そして教員候補者の異文化対応能力育成に向かう教員
養成大学の姿を確認した。 
 
（１）就学督促に関する法の枠組は、ＥＵ域内及び北米では外国人学齢児には義務教育を課し、
日本を含む多くの東アジア、及び東南アジアでは教育の権利のみとなっている。 
外国人学齢児の就学について日本と欧米の違いが生じている主要な理由は、社会権規約（条約）
の訳語「義務的な」にあることが明らかになった。またその解釈の違いによって２つの問題があ
ることが明らかになった。①日本人学齢児に義務教育を課しているにもかかわらず、外国人学齢
児に義務教育を課していないことが、外国人差別に当たるという理解が世界に広がっているこ
と。②インターナショナルスクール及び外国人学校に通うことを、義務教育を受けていると見な



す場合、日本人学齢児もまたそれらの学校に通うことを許容しなければ、やはり外国人差別と見
なされること。以上の制度的枠組みの違いが、海外諸国と日本の「多文化的教室」に違いを生ん
でいる可能性があるので、そのことを分析視点に加えることが必要であると考えるに至った。 
 
（２）海外では多文化的教室は様々な姿を見せながら制度的な整備が進んでいる。新来外国人
の学校教育への受け入れは 1)学校教育が例外を除いて一言語で行われている地域と 2)複数の言
語が学校教育の制度上同等の位置づけを持っている国家・地域では、整備されつつある制度が異
なっている可能性が高い。1)、2)に分けて例をあげる。 
 
1)a)スペインのバレンシア自治州ではインクルージョン教育が行われ、制度整備が進んでいる。
2017 年には 66万人強の外国人居住者がいて、小中高等学校に関しては、在籍する子供数に含ま
れる移民の割合は約 10％である。同自治州での教育的保障は、ニーズを有する子供の在籍者が
30％以上なら単一教育学校、20～30％なら教育的保障プログラム、20％以下なら学校の教育計画
に沿って行われる。また言語による教育プログラムでは①バレンシア語教育プログラム（バレン
シア語話者の子供向け、スペイン語は口頭レベルで次第に増加）、②言語イマージョンプログラ
ム（非バレンシア語話者の子供の母語を尊重し、スペイン語は 1年生から導入）、③漸進的統合
プログラム（スペイン語話者の子供にバレンシア語を導入）が行われている。 
 
b)多民族である台湾は、学校教育の使用言語は国語（北京語）に統一されているが、各エスニッ
クグループの言語も教育課程の中に郷土言語として位置付けられている。「移民」という新しい
現象が、1990 年代後半に現れ、以来、台湾人の配偶者となった人たちの子供である「新住民子
女」の教育が問題化した。現在は、その言語・文化背景の優位性を生かす方向になっており、2019
学年度に導入された改訂版の義務教育課程では、６年間の初等教育の週に 1 校時（授業時間は
40 分）の郷土言語の枠に「新住民語文」の授業を充てることになっている。台湾の場合は、父親
の大多数が台湾人であるという事情があるが、新住民である母親の母語の継承は不十分であり、
改善が模索されている。 
 
c)スウェーデンでは 1985 年からスウェーデン語以外を第 1言語とし、家庭でスウェーデン語以
外の言語を日常的に使っている子供は母語教育を受ける権利が認められ、子供５人以上であれ
ば、同一言語の母語教育の希望があって適切な教員が見つかれば、学校は当該言語の母語教育を
実施しなければならないこととされている。その制度整備の背景には、居住する 6-16 歳の難民・
移民の子供すべてに就学義務があると 2013 年からされていること、2020 年からは児童の権利条
約が国内法とされていることがある。1975 年に労働移民に対応するための移民統合政策が国会
で採択され言語支援が開始されており、1990 年代には難民の導入教育を開始、教員養成課程で
も、1987 年から第２言語としてのスウェーデン語の教員養成が開始され、1995 年からすべての
教育段階に第２言語としてのスウェーデン語が、独立した科目もしくは課外科目として導入さ
れている。 
 
2)3 カ国の調査結果を掲げる。なおいずれの国についても新来者による多文化的教室については
調査が及ばなかった。a)マレーシアの教育制度は公立学校の学校系統が、言語によってマレー語
系の学校、華語系の学校、英語系の学校の３系統に分かれるように整備されており、公立小学校
では内容が共通で言語が異なる教科書も使用される制度である。大学は英語を教授言語として
いる。b)カナダにおいては英語の地域と、仏語の地域があり、また州によっては英語・仏語のバ
イリンガルを育成するイマージョン教育を実施する制度が整備されている。c)スイスにおいて
は独語、仏語、伊語、ロマンシュ語が公用語となっており、母語の外にもう一言語を学ぶ教育制
度が整備されているが、近年、英語の国際語としての地位が高まったため、従来の制度が揺らい
でいる。 
 
（３）日本国内では義務教育でないため、就学の督励、学力の保障、母語の指導は文部科学省
による縛りがほとんどなく、自治体の判断にゆだねられている。先進的な事例として群馬県伊勢
崎市、静岡県浜松市をとりあげる。 
 
1)伊勢崎市は、伊勢崎市教育研究所に日本語研究班が設けられており、本科研の研究分担者１名
も参加している。評価と教育を一体化して独自の「日本語ステップ」を開発し、さらに日本語初
期指導プログラム「はじめの８歩」、独自の「個別の指導計画」を開発、そして指導冊子『つな
がる・ひろがる ISESAKI ステップ』をまとめるなど積極的に活動を続けている。同市は、高校進
学率も９割以上を達成している。なお、本科研の前身の科研で作成された日本語初期指導教科書
『やってみよう！にほんごかんたん！』が、本科研終了時の現在に至るまで継続的に使用されて
おり、市立公立学校全般に多文化的教室の基盤の整備が着実に進みつつある。また、市立広瀬小
学校では、本科研による小学校日本語教室ＮＩＥの実践開発も進行中である。 
 
2)浜松市は、外国人学齢児の不就学をなくすための制度の整備が進んでいる。2011 年度から３
年間「不就学ゼロ作戦」を実施しており、本科研では、その展開を把握した。同市はその成果を



「浜松モデル」と言われる次の３点にまとめている。①転入時の就学案内、②就学状況の継続的
な把握、③就学に向けたきめ細やかな支援。③は同モデルの特徴といえるものであり、市民参加
の体制を整え、外国籍の子どもの家庭を、地域住民の協力で支える地域づくりを促すものである。 
 
3)調査の過程で初期指導について制度整備の不十分な点が明らかになった。2018 年度について
確認したところ、全国の 24 自治体による初期指導実施があるが、現状の課題として次の諸点が
あげられる。①多くの自治体では成人向け文型積み上げ式の典型的カリキュラムが実施されて
おり、小中学校の外国人の子供に適しているかは、検討の余地が大きい。②指導担当者の数が不
足している。③指導担当者を十分に配置している学校でも、必ずしも指導が成功しておらず、問
題点を洗い出す必要がある。④教員と補助者の責任体制がはっきりしていない。 
 
4)教師研修の制度的不備として、言語習得に関する「一人一言語の法則」が国内の多くの地域で
ほとんど知られていないことが明らかになった。また、かなりレベルの高い何人かのバイリンガ
ルの人にインタビューしてみたところ、「一人一言語の法則」という語は知らなくても、家庭内
では事実上そうなっているということであった。一方で、学校が、日本語の通じない保護者と話
をすることに困難を感じるため、家庭で子どもと一緒に日本語を勉強するように促している、と
いう事例も小学校で聞くことがあったが、そのために母語を喪失するという事例が発生してい
た。日本語を母語としていない両親の家庭でなるべく母語を使用させること、日本語と母語を混
用させないことを、研修によって周知徹底させる必要があると考えるに至った。 
 
5)異文化対応能力育成教育の可能性を探るため、台北とバンコクの日本人学校の訪問調査を行
ったが、将来の日本国内への転校や進学を前提に、日本の学習指導要領に従った授業がなされる
ため、子供にとっての現地交流は、学校の相互訪問などに止まっていた。その中で、制度化され
ているようにみえるものは、各校独自編集の郷土教育の副読本であった。なお、バンコク日本人
学校では日本人教員の授業を現地の教員に公開し、指導技術を交流する試みが実施されていた。 
 
（４）調査の過程で出会った日本における多文化的教室の例を２つ記録しておく。 
 
1) 文化的教室の姿が都立高等学校夜間定時制の１つで成立していることを発見した。日本語が
母語でない生徒が多いため、教科教育について取り出し授業が実施されているが、教科内容の指
導を目的とした取り出しであるため、日本語の指導ではなく、なるべく本人の使える言語による
指導が行われていた。科目は、国語総合、現代社会、日本史Ａ、及び世界史Ａの４科であった。
いずれもレポート課題・テストについて日本語以外に、英語、中国語での提出が認められていた。
また通常級の教室でも、フィリピンの言葉で、あるいは中国語等で、ずっと会話をする集団がで
き、それによって母語が維持されている可能性が高い様子があった。卒業生就職状況は、職種の
幅が広く、なんとか日常会話ができる水準でもホテルや観光業などに就職することが可能であ
る。ちなみに愛知県の高等学校では、工場就職が多く、日本語にはある程度の水準がもとめられ
ており、事情が異なっている。 
 
2)代表者が勤務する大学に伊勢崎市立小学校出身の日本人学生がいるが、その 1人が、小学校の
時同級生と話してポルトガル語と中国語の会話を身につけていた（但し読み書き能力はほとん
どないという）。外国籍の子供の教育環境整備が、異文化適応能力を高めた事例である。 
 
（５）本科研グループで多文化的教室の内実を高める取り組みに２件着手した。 
 
1) 多文化的教室を支える実践の開発として、本科研プロジェクトとして、外国籍児童に日本の
新聞に親しませるために、2016 年から群馬県伊勢崎市立広瀬小学校で日本語教室のＮＩＥに取
り組んだ。さらに実施場所を愛知県に広げた。日本語力の向上、母語の保持、子供同士の交流、
自己肯定感の高揚、自己理解の促進に効果が見られ、すでにカリキュラム化をはかる段階に到達
した。 
 
2)2017 年に台北日本人学校中学部で、異文化対応能力育成を目的とした NIE 実践を試みた。授
業では国際交流的要素を加えるために、日本留学経験のある、現地の台湾人大学教員にゲスト講
師としての参加を仰いだ。日本人学校は日本の学校への転校あるいは進学を可能とすることを
前提とした学校であるため、多文化的教室の要素が少なく、現地との交流が大きな課題となって
いることが感じられた。（(3)の 5）参照） 
 
（６）実のある多文化的教室を全国的に普及するためには、教員養成の対応が不可欠であるが、
愛知教育大学の 2017 年度の改革は、今後全国のモデルになる可能性が高い。 
同大学では日本語教育選修コースを設けたが、本科研研究分担者がその担い手の一人となっ
ている。従来設けられていたゼロ免課程に代わって、新「日本語教育選修」は、子どもへの日本
語教育を専門として学ぶものであり、初等教育教員養成課程の 14 の選修の中の 1つに位置づけ
られた。従来は、大人への日本語教育を中心とするものであった。新選修は、主免の小学校教諭



1 種免許状取得が必須で、副免で中学校教諭２種免許状、幼稚園教諭２種免許状が取得可能であ
る。 
また、2017 年度から「外国人児童生徒支援教育」科目を全学必修科目として設置し、１学年
約 900 人の学部学生全員が外国人児童生徒に関する授業を受講することになった。必修化前に
開設されていた選修科目では、受講生は年間約 190 人だった。 
 必修科目「外国人児童生徒支援教育」の内容は次の通りで、今後の教員養成システムの構築の
ためのモデルとなるものである。第二言語習得、言語発達、アイデンティティ、外国人児童生徒
支援にかかわる制度の変遷、教科学習支援について（ＪＳＬカリキュラム）、初期日本語指導の
方法、ブラジル人学校の現場の状況、外国人児童生徒の現状、家庭環境、特別の教育課程、ＤＬ
Ａ（日本語指導センター校）、外国人児童生徒支援の失敗例、ＮＰＯ団体と学校現場のかかわり
方、市教育委員会との連携、Ｔ市における支援・指導の実態、幼稚園・保育所でのかかわり方、
小学校現場でのかかわり方、日本語教室での支援の実態、中学校現場でのかかわり方、保護者と
のコミュニケーション。 
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